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目的：妊娠中期までにヒト免疫不全ウイルス（HIV）感染が判明した妊婦では，適切な処置によ
り母子感染の予防が可能である。しかし，未受診妊婦では HIV感染と診断されず母子感染した症
例が存在する。母子感染根絶を目指し，本研究では第一段階として全国の未受診妊婦の現状を明ら
かにすることを目的とした。
方法：全国の産婦人科を有する病院と診療所に対し，2015～2017年と 2020年における未受診妊

婦数とその HIV検査状況を調査した。
結果：1年間の未受診妊婦数は調査対象とした病院で 740～1,123例（0.22～0.26％），診療所で

16～23例（0.01％）であった。また，2.4～6.3％の病院で未受診妊婦への HIV検査が未実施だった。
考察：未受診妊婦は一定頻度で存在し，未受診妊婦数や HIV検査状況といった現状が明らかに

なった。本結果は未受診妊婦への HIV母子感染予防対策を検討するための有用なデータであると
考えられた。
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序　　　文

ヒト免疫不全ウイルス（HIV）に感染している妊婦では，
経胎盤，経産道，経母乳の経路で児に HIVが母子感染し，
医療介入が行われなかった場合での母子感染率は 14～
48％である 1）。この母子感染率は，妊娠，分娩，母乳育児
の期間中に効果的な医療介入を行うと，5％未満に減らす
ことができる 2）。
日本では妊娠初期の HIVスクリーニング検査実施率は
近年 99％以上で推移しているが，散発的に HIV母子感染
症例が報告されている 3）。日本国内での HIV感染妊婦の分
娩数は 2020年末までに 745例あり，分娩様式の内訳は経
腟分娩 71例（9.5％），帝王切開分娩 673例（90.3％），様
式不明 1例（0.1％）であった。経腟分娩で出産した 71例
中未受診妊婦は 19例（26.8％）存在していた。さらに，

これらの 19例のうち 6例（31.6％）で HIV母子感染が報
告された。一方で，未受診の HIV感染妊婦で帝王切開に
より分娩した症例では 1995年に 2例の HIV母子感染症例
が報告された 3）。日本では未受診妊婦が HIV母子感染にお
いてハイリスクであると断定できるデータはないが，カナ
ダでのサーベイランスデータでは HIV母子感染症例の多
くは妊婦の HIV感染の診断の遅れによるものであると結
論づけている 4）。
未受診妊婦の分娩の実態は大阪府や札幌医療圏で調査さ
れているが 5, 6），多くは医療施設単位での調査であり 7），全
国を対象とした調査は行われていない。WHOは 2030年
までに HIV母子感染の根絶を目標に掲げている 8）。この目
標に向け，本研究は将来の未受診妊婦の HIV母子感染予
防対策を検討するための第一段階として，未受診妊婦数お
よび発生頻度と HIV検査の状況を全国規模で明らかにす
ることを目的とした。
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び診療所を対象に調査を行った。対象施設に調査用紙を送
付し，返信はがきにより回答を得た。病院に対しては
2016，2017，2018，2021年に，診療所に対しては 2018，
2021年に行った。すなわち，病院調査では 2015，2016，
2017，2020年，診療所では 2017，2020年が調査対象時期
となる。対象施設数は調査年によって異なるが，病院
1,083～1,187施設，診療所 2,613～2,923施設を調査した。
詳細は表 1に示した。質問項目は「年間分娩件数」，「未受
診と思われる妊婦の分娩の有無」「未受診妊婦の分娩が
あった場合の HIVスクリーニング検査の実施状況」「全例
に HIV検査を実施していない場合はその理由（自由記載）」
とした。ただし，未受診妊婦を詳細に定義すると該当妊婦
の選定が煩雑になり回答率が低下することが予想されたた
め，本調査の質問項目には未受診妊婦とだけ記載した。本
研究は岩手医科大学医学部倫理委員会において承認された
研究である（承認番号：H27-35，MH2018-061およびMH 
2021-071）。
調査年ごとに病院および診療所からの各回答を集計し
た。未受診妊婦を経験した施設の割合（未受診妊婦施設
率）および総分娩件数における未受診妊婦の割合（未受診
妊婦頻度）は以下の計算式を用いて算出した。未受診妊婦
施設率（％）＝未受診妊婦を経験した施設数/回答のあった
総施設数×100，未受診妊婦頻度（％）＝未受診妊婦数/回答
のあった施設における総分娩件数×100。各回答を都道府
県別に集計し，各都道府県での集計値を合計して全国での
結果とした。
本調査は厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研
究事業）「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関するコホー
ト調査を含む疫学研究と情報の普及啓発方法の開発ならび
に診療体制の整備と均てん化のための研究」班（HIV母
子感染研究班；詳細は謝辞に記載）によるものである。

HIV母子感染研究班では病院および診療所を対象とした
全国調査をそれぞれ毎年および 3年に 1度の割合で行って
いる。未受診の HIV感染妊婦の分娩は 2014年を最後に報
告されていなかったが，その後 2019年に再び報告され
た 3）。そのため，2016～2018年の調査に加え診療所を対象
とした調査を行う 2021年に再度未受診妊婦の調査をした。

結　　　果

各年の全国調査の送付施設数と回答率を表 1に示した。
病院調査での回答率は 74.1～82.3％，診療所調査では 42.8～ 
50.5％であった。
未受診妊婦の分娩を行った病院の施設数は 2015年の

356施設から 2020年には 264施設へと 92施設減少してお
り，未受診妊婦施設率でも 38.3％から 31.7％に減少してい
た（表 1）。一方，未受診妊婦数は 1,123例から 740例に減
少していたが，2015年から 2020年までの未受診妊婦頻度
は 0.22～0.26％であった（表 1）。診療所では 2017年，
2020年ともに未受診妊婦分娩施設数は 16施設であり，未
受診妊婦数もそれぞれ 23例と 16例であった。病院と比較
して診療所での未受診妊婦の分娩は 1/40～1/50程度とき
わめて少なかった（表 1）。
次に都道府県別に病院での未受診妊婦頻度を解析した

（図 1）。各年での未受診妊婦頻度を多い順から 3都道府県
を示すと，2015年は栃木県，岐阜県，宮崎県，2016年は
宮崎県，愛媛県，千葉県，2017年は福岡県，宮城県，栃
木県，2020年は大分県，福岡県，群馬県であった。
最後に未受診妊婦に対する HIV検査の実施状況を解析
した（表 2A）。いずれの調査年でも未受診妊婦に対して
90％以上の病院で全例に HIV検査を実施していた。また，
診療所では 2017年に 93.8％，2020年に 81.3％の施設で
HIV検査が全例に実施されていた。全例に検査をしない，

表 1　調査対象施設における未受診妊婦数およびその頻度

調査対象
送付 
施設数

回答 
施設数

回答率 
（％）

未受診妊婦 
分娩施設数

未受診妊婦 
施設率 
（％）a

総分娩数b 未受診 
妊婦数

未受診妊婦 
頻度（％）c

病院

2015年 1,187 930 78.3 356 38.3 433,890 1,123 0.26
2016年 1,169 962 82.3 333 34.6 448,501 1,063 0.24
2017年 1,142 846 74.1 314 37.1 390,502 941 0.24
2020年 1,083 834 77.0 264 31.7 341,701 740 0.22

診療所
2017年 2,923 1,475 50.5 16 1.1 259,746 23 0.01
2020年 2,613 1,119 42.8 16 1.4 185,902 16 0.01

a未受診妊婦施設率（％）＝未受診妊婦を経験した施設数/回答のあった施設数×100。b回答のあった施設での分娩数の合計。c未受診妊
婦頻度（％）＝未受診妊婦数/回答のあった施設における総分娩件数×100。
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または状況に応じて一部の妊婦に検査を実施すると回答し
た施設での理由を表 2Bにまとめた。理由が記載されてい
たのべ 31施設のうち 8施設（重複施設の可能性あり）で
本人の承諾が得られない場合との回答があった。また，4
施設では分娩前でのみ検査を行っていた。

考　　　察

未受診妊婦を規定する定義はなく，厚生労働科学研究費
補助金政策科学総合研究事業研究報告書には日本国内の未
受診妊婦に関する論文のうち未受診妊婦を明確に定義した
論文は 6.3％であったと報告されている 7）。一方で，大阪
産婦人科医会の全産婦人科医療機関を対象とした調査では
未受診妊婦を「妊婦健診を 1回も受けずに分娩または入院
に至った」「全妊娠経過を通じての妊婦健診受診回数が 3
回以下」「最終受診日から 3か月以上の受診がない」のい
ずれかに該当する者としている 5）。2009年から 2012年ま
での 4年間の調査では，大阪府内で約 30万分娩中 861例
が未受診妊婦であった 9）。大阪の調査から未受診妊婦頻度
は 0.29％であった。本調査で 2017年と 2020年の病院と診

療所を合計した全国での未受診妊婦頻度はいずれも 0.15％
（大阪府では 0.13～0.19％）であった。大阪産婦人科医会
の結果と比較して本調査での未受診妊婦頻度はやや低値で
あった。札幌医療圏では 2008年に二次・三次周産期医療
機関と札幌市が産婦人科救急医療体制を構築し，未受診妊
婦はこれらの医療機関で受け入れるルールを明確化し
た 6）。2008年 10月から 2009年 12月までの期間に全 10施
設の二次・三次周産期医療機関で受け入れた未受診妊婦の
調査がなされた。この調査では未受診妊婦の定義はなされ
ていないが，未受診妊婦は 36例報告された。この期間の
札幌医療圏での総分娩件数は 22,683例であり未受診妊婦
頻度は 0.16％であった 6）。本調査では医療圏単位でなく都
道府県別の集計であるが，病院と診療所を合計した北海道
での未受診妊婦頻度は 2017年と 2020年でそれぞれ 0.19％
と 0.32％であった。未受診妊婦の定義の有無が未受診妊婦
頻度の違いに影響を及ぼしたかどうかは不明である。しか
し，本調査では未受診妊婦を正確に定義していないという
制約があるが，初めて全国規模での未受診妊婦数およびそ
の頻度を明らかにした。

表 2A　未受診妊婦受け入れ施設における未受診妊婦への HIV検査実施状況

未受診妊婦への HIV検査
2015年 2016年 2017年 2020年

病院 病院 病院 診療所 病院 診療所

全例に検査を実施する 342 96.1% 324 97.6% 294 95.1% 15 93.8% 253 95.8% 13 81.3%

全例に検査をしない 7 2.0% 0 0% 5 1.6% 1 6.3% 4 1.5% 2 12.5%

状 況に応じて一部の妊婦に 
検査を実施する

7 2.0% 8 2.4% 10 3.2% 0 0% 7 2.7% 1 6.3%

図 1　都道府県別の病院での未受診妊婦頻度

0.4％以上0.3％以上ー0.4％未満0.2％以上ー0.3％未満0.1％以上ー0.2％未満0.1％未満

2015年 2016年 2017年 2020年
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未受診妊婦では母子感染のリスクが高いだけでなく，早
産率，低出生体重児分娩頻度，新生児仮死率，周産期死亡
率のいずれも極端に高く，周産期領域においてハイリスク
である 10）。そのため，診療所での未受診妊婦の分娩はほと
んどないと予想された。2009年から 2012年までの大阪産
婦人科医会の調査では未受診妊婦受け入れ施設の総数は
49施設でそのうち 10施設が診療所であった。また，総未
受診妊婦 861例のうち診療所を受診したのは 23例（2.7％）
であると報告されている 9）。2017年と 2020年の本調査で
は総未受診妊婦に占める診療所を受診した未受診妊婦の割
合はそれぞれ 2.4％と 2.1％であった。また，診療所での全
妊婦に対する未受診妊婦頻度は 0.01％であった（表 1）。
本調査により，未受診妊婦に対応するのは多くが病院であ
ることを全国規模で実際の数値として明らかにすることが
できた。
本研究は病院および診療所を対象とした全国規模での未
受診妊婦の現状を明らかにした日本で唯一の調査である。

ヨーロッパでは 1990年代に同様の調査集計が行われた。
分娩前に一度も妊婦健診を受けていない妊婦の頻度は報告
のあった 10カ国のうち，デンマーク，フィンランド，フ
ランス，ノルウェー，スコットランド，スェーデンの 6カ
国で 0.3％未満，アイルランド 0.4％，ハンガリー 0.9％，
ギリシャ 2.1％，ポルトガル 2.6％であった 11）。妊婦健診や
周産期医療環境が異なるため一概に比較はできないが，日
本での未受診妊婦頻度は北欧やフランスと同等の低頻度で
あることが確認された。
未受診妊婦数は 2015年と 2020年を比較すると約 2/3に
減少していた。しかし，国内の総出生数も 2015年の
1,005,721人から 2020年には 840,835人に減少しており 12），
未受診妊婦頻度としては 2015～2017年と 2020年で大きな
変化はなく未受診妊婦は一定数存在すると考えられた。さ
らに，未受診妊婦頻度は調査年や地域によって異なってい
ることが明らかになった。地域集積性の検定は行っていな
いが，特異的および継続的に未受診妊婦頻度が高い地域に

表 2B　未受診妊婦受け入れ施設で未受診妊婦に HIV検査を実施しない理由

全例に検査しない理由 施設数

2017年（病院） ・必要とは思わなかった 1
・来院時点で分娩が終了している場合 1

2017年（診療所） ・高次施設に搬送する 1

2020年（病院） ・すり抜けてしまう場合 1
・院内検査ではないのですぐに結果が出ないため 1
・承諾が得られない 1

2020年（診療所） ・高次施設に紹介・搬送するため 2

状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する理由

2015年（病院） ・本人の承諾がある場合に検査を実施する 4
・HIV検査がなされていない場合 1
・入院費用の支払いがないと判断される場合 1
・気が付いた場合，一定のルールがない 1

2016年（病院） ・本人の承諾がある場合に検査を実施する 3
・緊急手術が必要な場合 1
・分娩前に検査ができた場合のみ 1
・患者背景による 1

2017年（病院） ・他施設で検査済みの場合は検査しない 3
・分娩直前すぐに分娩終了する場合は検査しない 2
・忘れることがある 1
・公費負担であれば施行 1

2020年（病院） ・分娩後すぐに高次施設に搬送となったため 2
・検査可能であれば基本的に施行 1
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偏りはないと推測された（図 1）。すなわち，特定地域で
はなく全国規模で未受診妊婦への対策が必要であると考え
られた。また，大阪産婦人科医会の調査では 2012年を
ピークに未受診妊婦数は減少傾向にあったが，2017年か
ら横ばいまたは微増に転じ 2021年では再び減少してい
る 13）。このように単年度調査では地域性や年次推移を把握
できない。さらに，未受診となった妊婦の背景には経済的
問題，家族環境，健康知識の欠如，外国籍妊婦などが報告
されている 7, 9）。経済状況や社会環境の変化，少子化，外
国籍妊婦数の変動などにより，未受診妊婦数は増減すると
考えられる。以上のことから未受診妊婦に関する基礎的
データを得るためには，複数年にわたり全国調査をする必
要があることが示唆された。
本研究では未受診妊婦に対する HIV検査の実施状況を
あわせて調査した。病院では 4回の全国調査でいずれも全
例に検査を実施すると回答した施設が 95％以上存在して
いた（表 2A）。分娩後に HIV感染が判明しても経母乳感
染は防ぐことができる。HIVに感染した母親が生後 6カ
月まで母乳育児をした場合，HIV母子感染率は 0.5～7.9％
あることが報告されており 14），HIV感染判明により人工栄
養にすることで感染率を低下させることが可能である。ま
た，児への AZT投与により経産道感染を予防することが
できる可能性がある 15）。2000～2019年の 20年間に HIV感
染妊婦の未受診妊婦の分娩は 7例報告されている 3）。その
うち 6例では分娩直前に妊婦の HIV検査がなされていた。
この 6例で児はすべて非感染であり，6例中 5例では AZT
を含む抗 HIV薬が投与されていた（残りの 1例は投与状
況不明）。一方，未受診妊婦の分娩 7例のうち 1例は母子
感染症例であり，妊婦の HIV検査は行われておらず，当
然ながら出生直後の児への投薬もされていなかった 3）。本
調査により病院で 2.4～4.8％，診療所で 6.3～18.8％の施設
で未受診妊婦に HIV検査が実施されていないこと，また，
分娩前に検査が行えなかったときは分娩後も行わないと
いった理由が散見される（表 2B）ことから，未受診妊婦
の HIV検査は児の母子感染予防を考える上で必要な検査
であることを強く注意喚起するべきである。
未受診妊婦の多くは日本人であるが，外国人の総分娩数
のにおける未受診妊婦頻度は日本人よりも高い 7）。また，
未受診妊婦における外国人の割合は 2.3～5.3％と報告され
ている 9, 16, 17）。本調査では未受診妊婦の国籍は調査対象と
していない。HIV母子感染研究班の全国調査では，日本
における HIV感染妊婦の国籍は 2015～2019年では日本国
籍が全体の 59.5％を占めるが，経腟分娩で出産した未受診
の HIV感染妊婦 19例に限定するとその内訳は外国籍 13
例（68.4％），日本国籍 5例（26.3％），国籍不明 1例（5.3％）
で外国籍の割合が約 2/3を占めていた 3）。また，言葉の問

題で意思疎通ができなかったため母子感染に至った症例が
報告されている 3）。外国人住民のための出産に関しては日
本産婦人科医会でも対応の留意点が示されており，また自
治体や公益財団において多言語に対応できる仕組みづくり
がなされつつある 18, 19）。しかし，これらの取り組みにおい
て HIVなどの母子感染に関しての啓発はなされていない。
HIV母子感染の根絶に向け，外国人未受診妊婦および分
娩施設の医療従事者に特化した啓発も今後の活動として必
要であると考えられた。
日本では母子感染予防対策として，妊娠初期～中期 HIV
スクリーニング検査，選択的帝王切開分娩，多剤併用療
法，児への投薬および断乳のすべてを施行した症例では
2000～2019年の 20年間に母子感染症例は報告されていな
い 3）。日本における HIV母子感染症例の背景は，妊婦健診
の未受診や妊娠初期には HIV陰性だったが妊娠中または
授乳期間中に HIVに感染した女性の可能性が高い。近年
の日本での HIV母子感染症例数は年間 1～数例あるかな
いかの現状であり，HIV母子感染研究班で集積したデー
タから統計学的に有意なリスクグループを特定できていな
い 3）。そのため HIV母子感染根絶に向けて集積データから
各個に母子感染の可能性のある症例を 1例でも減らしてい
かなければならないと考えられる。本研究ではこのうちの
未受診妊婦に焦点を当てた。調査結果として全国に未受診
妊婦が一定頻度で存在し，そのような現状において全例の
未受診妊婦に HIV検査を実施しない施設が存在すること
を明らかにした。これらの結果をもとに HIV母子感染の
根絶に向けたアプローチとして，日本人妊婦，外国籍妊婦
および分娩施設の医療従事者のそれぞれに向けた HIV母
子感染と未受診妊婦に関する啓発活動を行う必要があると
考えられた。
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    Objective : In pregnant women diagnosed with human immunodeficiency virus （HIV） 
infection by the mid-trimester, mother-to-child transmission （MTCT） of HIV can be prevented 
by taking appropriate measures. However, pregnant women with little or no prenatal care 
（uncared pregnant women） do not have the opportunity to be diagnosed with HIV infection 
before delivery, and cases of MTCT of HIV have been reported. In the present study, we aimed to 
identify the current situation of uncared pregnant women in Japan as a first step toward 
eliminating the MTCT of HIV.
    Methods : We surveyed the number of uncared pregnant women and their HIV testing status in 
2015­2017 and 2020 of the hospitals and clinics with obstetrics and gynecology departments in 
Japan.
    Results : The number of undiagnosed pregnant women in hospitals and clinics was 740­1,123 
（0.22­0.26%） and 16­23 （0.01%） per year, respectively. In addition, 2.4­6.3% of hospitals did 
not provide HIV testing for uncared pregnant women.
    Discussion : The number of uncared pregnant women constantly existed, and the current 
situation regarding the number of undiagnosed pregnant women and their HIV testing status was 
clarified. The results of this nationwide survey were considered helpful for developing measures 
to prevent MTCT of HIV in uncared pregnant women.

Key words : mother-to-child transmission of HIV, pregnant women with no prenatal care, HIV 
testing

K Kikuchi et al : A Nationwide Survey of Pregnant Women with No Prenatal Care and HIV Testing Status in Japan

44 （ 44 ）




